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1. はじめに 
大型のヒゲクジラの一種であるナガスクジ
ラは，主に繁殖期とされる冬季に，継続時間
が 1 秒程度で，周波数帯域が 15 Hz から 20 Hz
程度の note と呼ばれるパルス状の信号により
構成される鳴音を，十数秒から数十秒の間隔
で数時間に渡って繰り返し発することが知ら
れている．このナガスクジラ鳴音は，北海道の
釧路・十勝沖に設置されている海底ケーブル
型観測システムである「海底地震総合観測シス
テム」においても，ハイドロフォンにより検出
されている 1)．それらの鳴音の一部は，同観測
システムにおいてハイドロフォンと同一筐体
に封入されている海底地震計でも検出されて
いることが判明し 2)，さらにこれより南の海域
に設置されている他のケーブル型海底地震計
の過去の地震波形を調査したところ，ナガスク
ジラ鳴音とみられる信号を数例｢発掘｣した 3)． 
本講演では，東日本の太平洋側海域に各機関
により設置されているケーブル型海底地震観
測網を対象として実施した地震波形データか
らのナガスクジラ鳴音の｢発掘｣の試みについ
て，その後の知見とともに報告する． 
 
2. 地震波形データにおける鳴音 
地震波形上に記録されるナガスクジラ鳴音
は，水中を伝搬してきた水中音波そのものでは
なく，水中音波が海底面入射後に変換され，海
底下に透過・伝搬した地動に対応している．ス
カラー量である水中音波に対して，地動はベク
トル量であるため，地震計の計測成分が鳴音起
源の地動の振動方向に近ければ鳴音を検出し
やすくなるが，逆に直交していれば検出しにく
くなる．また海底面への音波入射により生ずる
透過波は，音波に対応する疎密波（P 波）だけ
ではなく，横波（SV 波）にも変換されるので，
地震計により観測される地動，即ち透過波は P
波と SV 波の合成波となる．そのため，地動の
振動方向から音源の方位を推定することは可
能だが，観測点と音源間の水平距離に対応する
水中音波の海底面への入射角を推定するには，
水中の音速と密度に加え，海底の P 波，SV 波
及び密度も必要となる 4)．また一般に水中の音
速よりも海底表層の P 波速度の方が大きいた
め，Snell の法則により，水中音波の入射角に
は臨界角が存在する．即ち音源が臨界角に対応
する水平距離以上離れた場合，この音源から入
射する水中音波による P 波は海底に透過しな
くなる．釧路・十勝沖観測システムの OBS1
観測点において，2004 年 12 月 10 日の 14 時か
ら 15時(JST)までの間にハイドロフォンと地震
計により同時に検出されたナガスクジラ鳴音
を対象として，海中の音速及び水深を一定（そ
れぞれ，1.5 km/s と 2329 m）とする単純化した
仮定の下，ハイドロフォン波形上の鳴音の直達
波と多重反射波の到達時間差（Time Difference 
of Multi-path arrival, TDOMA）から，音源と
OBS1 間の水平距離を算出し，これと水深とか
ら水中音波の入射角を求めた．この入射角と地
震計で観測された地動に基づく透過波の見か
けの送出角との対応を調査した結果，入射臨界
角が約 60 度と推定された 5)．この入射臨界角
に対応する音源までの水平距離は約 4 km であ
る．入射臨界角が 60 度で海中の音速が 1.5 km/s
の場合，Snell の法則から，海底表層の P 波速
度は約 1.73 km/s と推定される．この値は，文
献 6 等に示されている千島海溝陸側斜面の表
層 P 波速度とも整合している．一方，弾性波
動論における流体―固体境界への平面波入射
の境界条件に関する Zoeppritz 方程式により，
水中音波の入射角と，透過波，即ち P-SV 合成
波の見かけの送出角との関係を得ることがで
きる 7)．Fig. 1 は，この関係式に基づき，両者
の関係をグラフ化したものである（以下，理論
値と呼ぶ）．グラフ化にあたり，海中の音速及
び密度をそれぞれ 1.5 km/s 及び 1.015 g / cm3と
し，海底の P 波速度及び密度をそれぞれ 1.73 
km/s 及び 1.4 g / cm3とした．横軸は水中音波の
入射角，縦軸は透過波の見かけの送出角である．
但し，黒い実線は P 波の送出角を示し，それ
以外の曲線が，各々凡例に示す 0.1 km/s から
0.9 km/s までの海底の S 波速度に対応した
 P-SV 合成波の見かけの送出角である．Fig. 1
には，この理論値に加え，文献 5 の Fig. 4 に示
されている OBS1 観測点における前記の観測
値を併せてプロットしてある．両者を対比する
と，S 波速度が極めて小さい，即ち透過波の見
かけの送出角を P 波の送出角と同じと見なし
てよいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1 Relationship between (estimated) incidence 
angle of pressure wave from water into the 
seafloor and (apparent) emergence angle of 
converted P or P-SV wave transmitted under the 
seafloor. Curves denote theoretical results based 
on Zoeppritz equation and dots denote estimated 
results based on the observation shown in Fig. 4 of 
Ref. 5. 
 
以上の知見をまとめると，地震計の計測成分
の方向と音波の入射方向が近く，かつ音波の入
射角が臨界角以下であるほど，地震波形上にお
いてナガスクジラ鳴音を検出できる可能性が
高くなる．逆に音源，即ちナガスクジラが水中
音波の入射臨界角以上離れていると検出しに
くくなる．具体的には入射臨界角が前記例の
60 度の場合，水深の 1.73 倍以内が鳴音の検出
範囲ということになる． 
 
3. ナガスクジラ鳴音の発掘 
釧路・十勝沖システムにおいては，文献 1
に示されているように，ハイドロフォンにより
冬季を中心として毎年ナガスクジラ鳴音が検
出されている．一方，それより南の海域に設置
されている，東京大学地震研究所の三陸沖，気
象庁の房総沖，及び防災科学技術研究所の相模
湾の各ケーブル型海底地震計にはハイドロフ
ォンは搭載されていない．これらの海底地震計
の連続波形データ（サンプリング周波数：
100Hz）のうち，2004 年の 11 月から 2006 年 4
月までの期間について，主に冬季を対象として
防災科研の Hi-net の web ページを通じてダウ
ンロードし，鳴音の有無を調査した．調査方法
は，地震計の 3 成分全てについて，1 時間毎に
スペクトログラムを描画し，目視で確認した．
その結果，文献 3 への掲載例を含め，三陸沖及
び房総沖の地震計については 1 月~3 月までの
間に毎年 2，3 例ずつ，一方，相模湾の地震計
では，2006 年 4 月 12 日から同 24 日にかけて 7
例の，いずれも鳴音もしくはその可能性の高い
信号を｢発掘｣した．対象期間が 2 年足らずで，
検出例も多くはないが，三陸沖及び房総沖は，
釧路・十勝沖とともに冬季を中心とする年周的
なナガスクジラの通過ルートとなっている可
能性がある．一方相模湾では上記期間にのみ相
模湾内を彷徨するかのように複数の地震計で
鳴音が検出されていることから，もし同一個体
の鳴音とすれば，偶然迷い込んだ個体である可
能性がある． 
 
4. おわりに 
海底地震波形データからのナガスクジラ鳴
音の｢発掘｣の試みについて報告した．鳴音検出
が観測点のごく近傍に限られる等の制約はあ
るが，これまでに蓄積された膨大なデータから
の「発掘」を進めることで，回遊ルート等の生
態の解明に資することが期待される． 
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